
登米市上下水道事業ビジョン（案）新旧対照表 
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新 旧（前回審議会時） 

第１編 第１編 

1-1 策定の目的  p.1-1 

（略） 

また、本市下水道事業では既存施設の老朽化が進行していることに加え、処理施設が小規模分散型

であり、維持管理費用が高いという課題があります。このような背景から、人口減少に伴う汚水量減少を

考慮した施設のダウンサイジングや処理施設の統廃合により、施設更新費用や維持管理コストを削減す

るための取組を実施する必要があります。 

上下水道事業には、その性質上、完全に一体化できない部分も存在しますが、より効率的かつ強靭な

事業運営体制を構築することで、下記のような効果が期待できます。 

○事業運営の効率化と持続可能な経営基盤の確立 

上下水道それぞれの組織・人員配置の最適化、重複業務の削減、施設整備や維持管理計画の一

元化を図ることで、事業運営のコストの削減と業務効率の向上を実現します。これにより、将来にわたる安

定的な事業継続を可能とする、強固な経営基盤を確立します。 

○住民サービスの向上と利便性の確保 

料金徴収や各種手続き窓口の一本化、上下水道に関する情報提供の統合などにより、住民の皆さま

の利便性を高め、より質の高いサービスを提供します。また、水に関する統合的な相談対応も可能となり、

住民満足度の向上に繋がります。 

前ビジョンは本市水道事業の最上位計画であることから、今後の水道事業が目指すべき姿や具体的

な施策を示す戦略計画となるものです。また、本市下水道事業は将来の事業環境を見据えて中長期的

な方向性や未来像を示す必要があります。 

1-1 策定の目的  p.1-1 

（略） 

また、本市下水道事業では既存施設の老朽化が進行していることに加え、処理施設が小規模分散型

であり、維持管理費用が高いという課題があります。このような背景から、人口減少に伴う汚水量減少を

考慮した施設のダウンサイジングや処理施設の統廃合により、施設更新費用や維持管理コストを削減す

るための取組を実施する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前ビジョンは本市水道事業の最上位計画であることから、今後の水道事業が目指すべき姿や具体的

な施策を示す戦略計画となるものです。また、本市下水道事業は将来の事業環境を見据えて中長期的

な方向性や未来像を示す必要があります。 

2-1-2 地形 p.1-4 

（略） 

河川は、迫川、夏川が本市のほぼ中央を北西から南東に貫流し、本市東側を北から南に流れる東北

最大の北上川と旧北上川を介して合流しており、農業用水や上水道の水源になっています。        

                                                     

また、本市北西部には伊豆沼、内沼及び長沼、南部には平筒沼など湖沼も多くあります。特に伊豆沼、内沼

は、国際的にも有名な渡り鳥の飛来地であり、白鳥やガンをはじめとする渡り鳥が多数越冬します。これらの湖

沼及びその周辺地区においては、ラムサール条約登録湿地や本市の自然環境保全条例の保全地域などが

あり、自然環境保全の取組が行われています。 

2-1-2 地形 p.1-4 

（略） 

河川は、迫川、夏川が本市のほぼ中央を北西から南東に貰流し、本市東側を北から南に流れる東北

最大の北上川と旧北上川を介して合流しており、農業用水や上水道の水源になっています。東和町米

川地区の鱒渕川には、源氏ボタルが群生しており、国指定の天然記念物となっています。 

また、本市北西部には伊豆沼、内沼及び長沼、南部には平筒沼など湖沼も多くあります。特に伊豆沼、内沼

は、国際的にも有名な渡り鳥の飛来地であり、白鳥やガンをはじめとする渡り鳥が多数越冬します。これらの湖

沼及びその周辺地区においては、ラムサール条約登録湿地や本市の自然環境保全条例の保全地域などが

あり、自然環境保全の取組が行われています。 
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登米市上下水道事業ビジョン（案）新旧対照表 
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新 旧（前回審議会時） 

2-1-5 人口  p.1-6 

（略）  

年齢別 3 階層人口は平成 12 年から令和 2 年の 20 年間で年少人口は 14,023 人から 8,332 人、

生産年齢人口も 56,098 人から 40,399 人にそれぞれ減少しています。一方、高齢人口は 23,648 人か

ら 26,956 人に増加しています。超高齢社会は高齢人口が全人口に対して 21％を超過した状態を指しま

す。本市においては、令和 2 年 時点で 35.5％となっており、少子高齢化が進み超高齢社会にあります。 

 

2-1-5 人口  p.1-6 

（略） 

年齢別 3 階層人口は平成 12 年から令和 2 年の 20 年間で年少人口は 14,023 人から 8,332 人、生

産年齢人口も 56,098 人から 40,399 人にそれぞれ減少しています。一方、高齢人口は 23,648 人から

26,956 人に増加しています。超高齢社会は高齢人口が全人口に対して 21％を超過した状態を指します。

本市においては、令和 2 年度時点で 35.5％となっており、少子高齢化が進み超高齢社会にあります。 

 

2-1-7 交通  p.1-8 

（略） 

鉄道網は、JR 東北本線３駅と JR 気仙沼線３駅、気仙沼線 BRT のバス停留所が設置されており、

高速バス網は、仙台方面への高速バスの発着場が 2 か所設置されています。 

2-1-7 交通  p.1-8 

（略） 

鉄道網は、JR 東北本線３駅と JR 気仙沼線３駅が設置されており、高速バス網は、仙台方面への高速

バスの発着場が 2 カ所設置されています。 



登米市上下水道事業ビジョン（案）新旧対照表 
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新 旧（前回審議会時） 

第２編 第２編 

1-1-7 水質等の状況  p.2-9 

（略） 

保呂羽浄水場と同様に、大萱沢浄水場、米谷浄水場、米川浄水場及び石越浄水場では、台風や地震

などの影響から水質異常が頻発しており、取水停止や予備水源への切替を行い対応しています。 

                                                                 

           また、令和 7 年度には記録的な猛暑と雨不足により、北上川上流 5 大ダムにおいて貯水

位が過去最低水位を更新するなど、厳しい状況に陥りました。北上川は本市水道事業の主水源であり、将

来的に同様の降雨傾向が続くと、水道事業の安定供給に大きな影響を及ぼす可能性があります。 

水質異常や渇水が発生した場合においては、「登米市上下水道部水質汚染事故対策マニュアル」及び

「登米市上下水道部渇水対策マニュアル」をもとに必要な措置を講じます。 

 

 

1-1-7 水質の状況  p.2-9 

（略） 

保呂羽浄水場と同様に、大萱沢浄水場、米谷浄水場、米川浄水場及び石越浄水場では、台風や地震

などの影響から水質異常が頻発しており、取水停止や予備水源への切替を行い対応しています。 

水質異常が発生した場合においては、「登米市上下水道部水質汚染事故対策マニュアル」をもとに必要な

措置を講じます。 
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新 旧（前回審議会時） 

1-1-8 施設の老朽度、耐震性の状況  p.2-11 

（略） 

 

 

1-1-8 施設の老朽度、耐震性の状況  p.2-11 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



登米市上下水道事業ビジョン（案）新旧対照表 
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新 旧（前回審議会時） 

ｐ.2-12 

 

ｐ.2-12 

 

 



登米市上下水道事業ビジョン（案）新旧対照表 
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新 旧（前回審議会時） 

1-1-9 管網体制と送配水の状況  p.2-14 

（略） 

 

1-1-9 管網体制と送配水の状況  p.2-14 

（略） 

 

1-1-13 経営の状況 

2）累積欠損金比率   ｐ.2-19 

 

 

1-1-13 経営の状況 

2）累積欠損金比率   ｐ.2-19 

 



登米市上下水道事業ビジョン（案）新旧対照表 
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新 旧（前回審議会時） 

2-1-3 環境条件の変化  p.2-26 

（略） 

 

2-1-3 環境条件の変化  p.2-26 

（略） 

 
2-2-1 アセットマネジメント検討  p.2-27 

現有資産を法定耐用年数で更新した場合、今後 50 年間で約 2,249 億円の費用が必要となる見

込みです。将来の需要予測に基づき、適正な施設配置や維持管理・修繕を前提として設定した目標使

用年数にて更新を行うことにより、今後 50 年間に必要となる費用を 1,315 億円まで削減することができ

ると見込まれています。全体の削減額は 934 億円ですが、そのうち施設統廃合やダウンサイジングによる

削減額は 10 億円となります。目標使用年数にて更新する場合には施設の健全性についても把握するこ

とが重要であり、図表 65 に示したとおりに更新するとした場合の資産の健全度は図表 66 のとおりとなる

見込みです。 

2-2-1 アセットマネジメント検討  p.2-27 

現有資産を法定耐用年数で更新した場合、今後 50 年間で約 2,249 億円の費用が必要となる見

込みです。将来の需要予測に基づき、適正な施設配置や維持管理・修繕を前提として設定した目標使

用年数にて更新を行うことにより、今後 50 年間に必要となる費用を 1,315 億円まで削減することができ

ると見込まれています。目標使用年数にて更新する場合には施設の健全性についても把握することが重

要であり、図表 62 に示したとおりに更新するとした場合の資産の健全度は図表 63 のとおりとなる見込

みです。 

4-2 2.「強靭」  災害に強い上下水道の構築  p.2-23 

2-1 計画的な施設更新 

（1）施設統廃合計画の確実な実施 

（略） 

 

4-2 2.「強靭」  災害に強い上下水道の構築  p.2-23 

2-1 計画的な施設更新 

（1）施設統廃合計画の確実な実施 

（略） 

 



登米市上下水道事業ビジョン（案）新旧対照表 
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新 旧（前回審議会時） 

第 3 編 第 3 編 

1-1-2 下水道事業の普及状況  p.3-4 

また、集合処理である下水道、農業集落排水とも水洗化率が概ね 80％程度に留まっていることが伺

え、水洗化率向上のため、合併浄化槽への切り替え、広報活動や戸別訪問等の啓発活動の強化が必

要となっています。 

 

1-1-2 下水道事業の普及状況  p.3-4 

また、集合処理である下水道、農業集落排水とも水洗化率が概ね 80％程度に留まっていることが伺え、

水洗化率向上のため広報活動や戸別訪問等の啓蒙活動の強化が必要となっています。 

 

 

1-1-7 資源・エネルギーの利活用状況  p.3-16 

1）発生汚泥量・汚泥の有効利用の状況 

（1）下水道 

佐沼環境浄化センター（公共）と、豊里浄化センター及び津山浄化センター（特環公共）における

発生汚泥量（年間搬出量_脱水汚泥）の近年５か年の推移を以下に示します。 

下水道においては整備が概成しており、人口減少に伴い発生汚泥量が減少している傾向が伺えます。 

また、処分搬出先により、有効利用内容は異なるものの、発生汚泥の全量に対し処理費用を支出し

利用されています。令和 6 年度末時点で、その内訳は建設資材が 47％、コンポストが 53％と、ほぼ

半々の割合となっています。 

 

1-1-7 資源・エネルギーの利活用状況  p.3-16 

1）発生汚泥量・汚泥の有効利用の状況 

（1）下水道 

佐沼環境浄化センター（公共）と、豊里浄化センター及び津山浄化センター（特環公共）における

発生汚泥量（年間搬出量_脱水汚泥）の近年５か年の推移を以下に示します。 

下水道においては整備が概成しており、人口減少に伴い発生汚泥量が減少している傾向が伺えます。 

また、処分搬出先により、有効利用内容が異なるものの、発生汚泥の全量にが有効利用されており、

令和 6 年度末時点で、その内訳は建設資材が 47％、コンポストが 53％と、ほぼ半々の割合となってい

ます。 

 

4-3 3.「持続」  効率的で健全な事業運営の持続  p.3-47 

3-1 事業経営の健全化 

（1）水洗化率の向上 

下水道事業は下水道使用料を主な財源としているため、水洗化率の向上は下水道事業の経営改善

につながります。今後も、下水道の役割や必要性を理解していただけるよう普及啓発活動に努めるととも

に、未接続世帯や事業所への戸別訪問を継続して行うことで、より一層の水洗化率の向上を図ります。 

 

4-3 3.「持続」  効率的で健全な事業運営の持続  p.3-47 

3-1 事業経営の健全化 

（1）水洗化率の向上 

下水道事業は下水道使用料を主な財源としているため、水洗化率の向上は下水道事業の経営改善

につながります。今後も、下水道の役割や必要性を理解していただけるよう普及啓蒙活動に努めるととも

に、未接続世帯や事業所への戸別訪問を継続して行うことで、より一層の水洗化率の向上を図ります。 

 




